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Ⅰ．土地利用型酪農経営の６次産業化 

 

秋田県立大学アグリビジネス学科 

教授 鵜川 洋樹 

 

１．酪農における６次産業化の取り組み 

酪農における６次産業化［一次産業（農業）×二次産業（農産加工）×三次産業（販売）］

の歴史は古く、明治期に開設された小岩井農場まで遡ることができます。酪農経営が自家

産の生乳から牛乳や乳製品を製造・販売するような取り組みは、規模の大小を問わず、多

くの地域で、現在まで連綿と続いています。これらのなかには、観光牧場の元祖ともいわ

れる小岩井農場にならって、景観を活かして観光要素を取り入れ、多くの消費者（都市住

民）を受け入れている経営も珍しくありません。 

 酪農部門を中核に６次産業化を大規模に進めている事例として船方農場グループ（山口

県）が知られています。ここでは６次産業を構成する各事業が法人として独立した形で運

営されています。農業生産（一次産業）を運営するのは（有）船方総合農場で酪農や肉牛、

花き、水稲の複合経営です。加工製造業（二次産業）は（株）みるくたうんが運営し、牛

乳乳製品や肉類の製造・販売、レストラン経営を行っています。サービス業（三次産業）

は（株）グリーンヒル・アトーが運営し、消費者交流やバーベキューを営業しています。

そして、全体の企画調整を事業組合・みどりの風協同組合が行っています。グループ全体

の就業者数は55名、年間来場者数14万人という大規模な６次産業をつくりあげています。 

また、家族経営をベースに６次産業化に取り組む事例として山田牧場（熊本県）があり

ます。ここでは、（有）山田牧場のなかに酪農部門（一次産業）、加工・直売部門「ミルク

の里」（二次産業）、農家レストラン部門「まきば」（三次産業）が置かれ、部門ごとに経営

管理が行われています。酪農部門では年間 2,000 人の小中学生の農業体験を受け入れ、加

工・直売部門やレストラン部門を中心に 12 名の雇用（常雇８名、臨時雇４名）が生まれて

います。 

 ところで、2010 年度に施行された農林水産省の農山漁村 6 次産業化対策では、これまで

個別に取り組まれていた農商工連携支援や地域ブランド化、輸出支援、バイオマス資源利

用などの事業を統合するとともに、農業主導型６次産業化整備事業が設けられました。こ

の整備事業では、６次産業化を図ろうとする農業法人等（６次産業化法人）が、経営を複
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合化・多角化するために必要な機械の導入や施設整備に助成を受けることができます。ま

た、この整備事業は雇用対策の側面も強く、６次産業化法人の要件として３戸以上の農家

を含むか、３名以上の常時雇用者がいることが求められています。このように雇用創出に

力点があるのは、この政策が 2008 年秋に勃発したリーマン・ショックに端を発する金融危

機と経済不況への対策として位置づけられるからです。農山漁村の６次産業化は内需主導

型の新成長戦略の 1 つとして所得と雇用の確保を図ることを目指しています。 

 船方農場グループや山田牧場は、こうした行政施策が想定する「６次産業化法人」と位

置づけることができますが、既述のように、営農現場における６次産業化は、こうした行

政支援に先立ち、農業経営や農村の自立的な発展方策として取り組まれてきたものです。

したがって、営農現場における６次産業化の取り組みが、とくに雇用創出の点で、必ずし

も行政が規定する「６次産業化法人」に該当するとは限りません。それは、農業経営の発

展にとっては雇用の創出は前提ではなく、展開の過程で必要になるものだからです。 

 

２．酪農経営における６次産業化の特徴 

 酪農経営が自家産の生乳を原料に牛乳や乳製品を製造・販売するような取り組みには

100 年以上の歴史がありますが、近年の特徴として、酪農家が自らの生活の質を高めるこ

とや消費者との交流を目的に加工部門を導入する家族経営が増加したことです。その代表

例を農林水産祭の天皇杯受賞者にみ

ることができます。最近５年間で天

皇杯を受賞した畜産経営のうち２事

例が酪農経営ですが、２事例とも家

族経営を基盤にチーズや乳製品を製

造販売する６次産業化に取り組んで

います。2010 年受賞の松橋牧場は都

市化の進む岡山市で 50 頭規模の酪

農経営を営み、地産地消などを目的

にジェラート工房を設立し、アイス

クリームを製造販売しています。ま

た、2007 年受賞の小栗牧場は北海道

八雲町で 45 頭規模の放牧酪農を営

生産規模 小 中 大

チーズ

アイスクリーム

牛乳・ヨーグルト

地方

都市近郊

家族

雇用

自宅・通販

店舗

配達・卸売り

 ゆとり・文化

 産消交流

収益

品　目

販　路

労働力

目　的

表１　酪農における６次産業化の特徴

立　地
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み、ゆとりのある農家生活の中でチーズ工房を設立し、チーズの製造販売をとおして消費

者交流に取り組んでいます。 

 こうした家族経営を基盤とする酪農の６次産業化の取り組みは、牛乳・乳製品の加工部

門の生産規模に応じて、表１のように整理することができます。 

 代表的な酪農品目としては、チーズ、アイスクリーム、牛乳・ヨーグルトがありますが、

家族経営ではチーズから取り組む場合が多い。それは、チーズの製造は小規模でも可能で

あり、またチーズはこの中では貯蔵性も高い方だからです。加工部門の規模が拡大すると、

チーズに加え、アイスクリームや牛乳・ヨーグルトへの取り組みが始まります。アイスク

リームや牛乳では製造設備が大きくなり、大きな貯蔵設備も必要になります。貯蔵性の高

さは立地条件にも関わり、貯蔵性の高いチーズは立地を選びませんが、牛乳のような生鮮

品は消費者の近い都市近郊に立地するとともに、確実な販路が確保されていることが前提

になります。そのため、牛乳の販路としては、顧客の定まった配達や取引の確実な卸売り

が中心になりますが、チーズやアイスクリームは貯蔵性が高いことから、店舗や通販での

販売が可能です。また、店舗での販売には雇用労働力を使う場合が多く、生産規模が大き

くなると、製造部門においても雇用労働力への依存が高まります。酪農経営が加工部門を

導入する目的は、小規模では農家生活のゆとりから農村文化として農家チーズに取り組む

例が多く見られます。また、同時に生産物を消費者に直接販売することにより、産消交流

も図ることができます。一方、大規模になっても、産消交流の目的は変わりませんが、加

工部門が経営における重要な収益部門として位置づけられるようになります。この点は雇

用労働力への依存が高まれば、一層明確になってきます。 

 このように、酪農における６次産業化の取り組みは加工部門の生産規模によって、品目

や販路などが異なるという特徴がみられます。また、加工部門を導入した目的も異なるこ

とから、すべての経営が小規模から大規模に展開することにはならず、それぞれの規模で

加工部門として確立することができます。一方、行政が想定する「６次産業化法人」は、

雇用の創出と酪農経営の収益力向上を目的としていることから、加工部門の生産規模も一

定の大きさが求められます。そこで、以下では加工部門としての生産規模の大きい、牛乳

（乳製品）の製造販売を導入した家族経営を基盤とする事例を対象に、その実態をみたう

えで、６次産業化の成立条件について検討します。 

 

 



 

4 

３．酪農経営における６次産業化の事例と成立条件 

（１）牛乳を製造販売する酪農経営の全体像 

牛乳を製造販売する酪農経営に関する統計数値はなく、行政でも一元的に把握されてい

ません。牛乳を製造するためにはプラントが必要で、食品工場（食品衛生）を所管する都

道府県の保健所では乳処理業と乳製品製造業の許認可を与えていますが、その経営主体ま

では調査されていません。一方、農林水産省では乳製品工場および牛乳処理場に関する調

査を実施し、「牛乳乳製品統計」として公表しています。2010 年の工場数は 655 で、経営

組織別では「会社」が 464、「農業協同組合」が 49、「個人・その他」が 142 です。牛乳を

製造販売する酪農経営が含まれると考えられる「個人・その他」の特徴は、1 工場あたり

の生乳処理量が少なく、全体の生乳処理量に占める割合は 0.4％に過ぎませんが、全体の

工場数では 22％、日処理量 2ｔ未満の工場数では 49％を占め、大きな割合になっているこ

とです。 

また、酪農経営における消費者交流の取り組みとして、広範かつ組織的に推進されてい

る酪農教育ファームの中にも、牛乳を製造販売する酪農経営が少なくないと考えられます。

酪農教育ファームの事務局（(社)中央酪農会議）での聞き取り調査によれば、257 の認証

牧場（2008 年）のうち牛乳乳製品を製造販売している牧場が 100 以上あると考えられてい

ます。この数値にはソフトクリーム製造や経営外の工場への製造委託、共同出資の工場で

の製造も含まれています。そして、この中で処理施設を経営内に持つ牧場数は 40 程度と思

われます。その場合、認証牧場のうち 16％の酪農経営が牛乳乳製品の処理施設を有してい

ることになり、極めて高い割合といえます。牛乳乳製品を製造販売する酪農経営は食育や

消費者交流への関心が高いと考えることができます。 

これまでみてきた「牛乳乳製品統計」と酪農教育ファームの実態から、牛乳乳製品を製

造販売する酪農経営は消費者交流への関心が高く、その経営数は 40～150 程度、処理施設

の規模は小さく、消費地に近接して立地する傾向があると考えられます。 

 

（２）６次産業化酪農経営の事例 

 牛乳を製造販売する酪農経営における牛乳乳製品の販売方式には、（a）宅配、（b）通販、

（c）直売所、（d）卸し（小売店）があり、営農現場ではそれらが組み合わされて取り組ま

れています。また、牛乳処理工場（プラント）については、（a）経営内に設置する、（b）

複数の酪農経営が共同出資して設置する、（c）経営外の工場に牛乳処理（製造）を委託す
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る、の３つのケースがあります。 

 ここでは、販売方式の異なる、東北地域の先進事例の調査結果から、それぞれの生産お

よび販売方式の特徴を分析します。調査事例は以下の 3 つです。（a）宅配で牛乳・ヨーグ

ルトおよびソーセージを製造・販売する酪農経営、（b）直売所での販売を中心に通販や卸

売りで牛乳・乳製品を製造・販売する酪農経営、（c）牛乳の製造は委託で、量販店への卸

売りや生協、宅配、学校給食で牛乳を販売する酪農協。 

 

  ①６次産業化酪農経営における生産・販売の実態 

 調査事例の経営概況を表２に示しました。 

 Ａ経営は山間地に位置する放牧型の家族経営で、労働力の中心は夫婦２名、農地はすべ

て牧草地で 70ha、家畜飼養頭数は乳用牛（ホルスタイン種）の経産牛 15 頭、育成牛 30 頭、

種雄牛２頭、その他に肉加工用の肥育牛と繁殖豚、肥育豚を飼養しています。2008 年の生

乳生産量は 36t で、うち 14t を自家処理・製造して、宅配で販売しています。草地面積の

割に飼養頭数が少なく、経産牛あたり個体乳量も 2,400kg と低い放牧利用型の生産方式が

特徴です。 

 Ｂ経営も山間地に位置する放牧型の経営であり、この点はＡ経営と共通していますが、

直売所を有しているところが大

きく異なり、その立地条件から

観光牧場的な要素も大きい。労

働力は家族４名＋雇用（常雇４

名、臨時雇６～７名）、農地はす

べて牧草地で 150ha、飼養して

いる乳用牛はすべてジャージー

種で経産牛80頭、育成牛70頭、

肥育牛 70 頭です。2008 年の生

乳生産量は 250t でうち 100t を

自家処理・製造し、牧場内の直

売所や通販、卸しで販売してい

ます。Ｂ経営はジャージー種の改良に長年取り組んできた実績があり、ジャージー牛乳の

高い品質と品種特性を活かした放牧利用が生産方式の特徴です。 

A経営 B経営
C酪農協
（12戸）

宅配
直売所・通
販・卸売り

卸売り・生協・
宅配・学給

家族 夫婦＋手伝い 4
常雇 － 4
臨時雇 － 6～7
水田
普通畑
牧草地 70 150
経産牛 15 80 12～50
育成牛 30 70 7
種牛 2 －
肥育牛 7～8 70
繁殖豚 1～2 －
肥育豚 10 －

36 250
2,500
（12戸分）

14 100 1,250

表２　調査事例の経営概況（2009年）

事例

販売方式

労働力
（人）

家族労働力
主体

土地面
積（ha）

水稲1ha＋
転作牧草0.5
～20ha

家畜飼
養頭数
（頭）

生乳生産量
（2008年・ｔ）

　　うち自家処理
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 Ｃ酪農協は水田地帯に位置する、組合員数（酪農家数）12 戸の小規模な専門農協であり、

生乳の収集と牛乳製造（委託）、牛乳販売が主な事業です。また、濃厚飼料の Non-GMO 化や

稲 WCS の収穫調製作業の受託組織の創設（生産組合）、搾乳ロボットの導入事業など酪農生

産過程へも積極的に取り組んでいます。Ｃ酪農協の 2008 年の集乳量は 2,500t でうち

1,250t（牛乳・ヨーグルト）を委託製造しています。12 戸の組合員はいずれも酪農と稲作

の複合経営で、家族労働力主体、１戸あたり作付面積は水稲１ha、転作田牧草 0.5～20ha、

経産牛飼養頭数は 12～50 頭です。ここでは、地域内で生産された牧草や稲 WCS を飼料とし

ていることが生産方式の特徴です。 

 次に、調査事例における牛乳の製造と販売の概要を表３に示しました。 

 Ａ経営の販売商品は牛乳、ヨーグルト、ソーセージであり、牛乳は低温殺菌、ノンホモ

ジナイズで製造されています。酪農生産過程では減農薬・減化学肥料・減抗生物質が実践

されていますが、その点については聞かれれば答えることとされており、販売時に特段の

PR は行われてはいません。宅配地域は自動車で 1.5 時間程度以内に限定し、顧客数は 110

世帯、週１回の配達を夫婦２名で地域分担しています。配達作業はほぼ１日がかりの仕事

になりますが、宅配時に消費者と対面することにより双方からの情報交換・交流が行われ

ています。また、月１回、「牧場通信」を発行し、Ａ経営からの情報発信が行われています。

加えて、年１回、「牧場ピクニック」を開催し、消費者を牧場に招いて交流しています。な

お、Ａ経営のソーセージは経営主

がドイツ等で３年半修行し、ゲゼ

ル（熟練工）の資格を持つほどの

本格派であり、Ａ経営における直

売取り組みの契機であるとともに

重要な収益源でもあります。 

 Ｂ経営の販売商品は牛乳、乳製

品、菓子、肉類であり、低温殺菌

のジャージー牛乳やジャージー牛

乳を使ったヨーグルトが製造され

ています。直売所の顧客は県内中

心のリピーターが多く、品質の高

さ＝おいしいことが最大の購入理

A経営 B経営 C酪農協

なし あり なし

バッチ式低温
殺菌（360L），
瓶詰め

低温殺菌，
ペットボトル詰
め

委託

ソーセージ製
造器

委託 なし

牛乳，ヨーグ
ルト，ソーセー
ジ

牛乳，乳製
品，菓子，肉

牛乳，ヨーグ
ルト

低温殺菌・ノ
ンホモ

ジャージー牛
乳・低温殺菌

Non GMO・低
温殺菌，地域
資源利用

83 … 50

毎月「通信」
発行，年1回
牧場ピクニッ
ク，配達

勉強会講師，
牧場来訪，動
物ふれあい

消費者交流
会，子供達と
農業視察

110世帯 通販1,000人 宅配400世帯

表３　調査事例における牛乳の製造と販売

粗収益の直売割
合（％）

消費者交流

顧客数

事例

直売所

牛乳プラント

肉加工施設

直販品

商品特徴
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由になっています。なお、通販の顧客は全国に広がり、1,000 人程度になります。消費者

交流としては直売所で牧場をみてもらうこと、動物とのふれあい、店頭販売時の情報交換

などがあり、その他に経営主は消費者の勉強会の講師も積極的に引き受けて食農教育に取

り組んでいます。 

 Ｃ酪農協の販売商品は牛乳とヨーグルトで、いずれも委託製造されています。牛乳は低

温殺菌と超高温殺菌の２種類が製造されています。販路は量販店への卸売りや生協（共同

購入と店頭販売）、宅配、学校給食と多岐にわたっています。そのなかで、低温殺菌牛乳は

宅配や学校給食、生協が中心です。宅配の対象地域は近隣市町村で、週２回、Ｃ酪農協の

職員２名が専属で配達しています。宅配の顧客数は約 400 世帯です。消費者交流として、

生協などの消費者交流会、子供たちの農業視察などに積極的に取り組んでいます。 

 

 ②調査事例における６次産業化のポイント（留意点） 

 ア．商品特性 

 ここで取り上げた３つの調査事例は、販売方式では宅配や直売所、卸売り、生協、通販

など重点の置き方に違いはありますが、放牧やジャージー種、稲 WCS、Non-GMO など酪農生

産過程に特徴を持っている点では共通しています。また、低温殺菌で牛乳を製造している

点も共通で、こうした商品特性を持つことが第１のポイントです。また、このことは、酪

農生産過程や牛乳製造過程に特徴がなければ直販商品として成立しないことと裏腹である

とも考えられます。 

 ３つの事例のうちのＡ経営とＢ経営は、いずれも草地型の放牧酪農であり、都府県では

一般的な生産方式とはいえませんが、Ｃ酪農協の組合員酪農家は酪農と稲作の複合経営で

あり、都府県では普遍的な生産方式です。したがって、酪農の６次産業化は特段の放牧地

がなくても、製造と販売の条件が整えば、多くの酪農経営で取り組むことができると考え

られます。 

 イ．労働力 

 調査事例における牛乳乳製品の製造と販売は、Ｂ経営では雇用労働力への依存、Ｃ酪農

協では委託製造と酪農協従業員により担われています。一方、Ａ経営では製造と販売も含

めて夫婦２人の家族労働力でほぼ賄われています。Ａ経営の週間スケジュールは、次のよ

うになっています。 

 ・月曜日～水曜日：ソーセージ製造（※隔週） 



 

8 

・火曜日：牛乳製造・ヨーグルト製造・瓶詰め 

 ・水曜日：配達準備（牛乳箱詰め、ソーセージ袋詰め） 

 ・木曜日：配達 

 こうした作業を毎日の搾乳や季節的な飼料生産と同時に行うことができるのは、Ａ経営

は省力的な放牧酪農で、経産牛頭数も少ないからです。一般的な飼養頭数規模の通年舎飼

い方式であれば、製造と販売のための労働力確保が必要と考えられます。このことが第 2

のポイントです。 

 ウ．販路 

 牛乳製造には処理施設への投資が必要であり、その回収が見込まれなければ牛乳乳製品

を製造販売する６次産業化酪農経営として成立できません。Ａ経営における投資額は牛乳

製造器、瓶詰め機、建物や浄化槽（ソーセージ製造にも使用）、保冷車も含めて約 4,000

万円に達します。同様にＢ経営の牛乳乳製品の製造関連の投資額は約 5,000 万円です。投

資の回収のためには販路の確立が不可欠であり、これが第 3 のポイントになります。 

 Ａ経営の販路はほぼ宅配のみであり、県庁所在都市の消費者運動参加者へのソーセージ

販売からスタートし、後から牛乳も販売するようになり、それが地元の町にも広がりまし

た。直販スタート時の顧客はＡ経営に対する思い入れが強く、それ以外の顧客とは出自が

異なります。地元の町の顧客は消費者運動との関わりはなく、地縁的要因が大きい。ただ、

いずれの顧客についても配達時に対面し、会話を交わすことにより、信頼感が醸成され、

コアな顧客となっています。そのため、商品に関する PR はほとんど行われていません。 

一方、Ｂ経営の販路は直売所が 70％、通販が 20％、卸売りが 10％です。直売所での店

頭販売が中心で、リピーターが多いことから、顧客としての安定性は一定程度確保されて

いますが、店頭では商品に関する PR が盛んに行われています。 

また、Ｃ酪農協の牛乳直売は 1979 年から本格的に取り組まれ、以降、生協産直や学校給

食を加えながら、今日では多様な販路に 3 つのブランドで販売しています注１）。１つめは

酪農協名を冠したブランドで、低温殺菌・Non-GMO が特徴で、地域資源の活用をセールス

ポイントとして、生協・宅配・学校給食に販売しています。２つめのブランドは Non-GMO

が特徴で卸売会社をとおして量販店で販売されています。３つめのブランドも Non-GMO で

生協の PB（プライベート・ブランド、Ｃ酪農協の産地名入り）として販売されています。

こうした取り組みにより、Ｃ酪農協の乳価は 104 円／kg（2009 年、補給金を含む）となり、

同年の県平均 97 円に比べ高い乳価を実現しています。また、2011 年には直営のチーズ工
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房（生乳処理量 500kg／日）が完成し、６次産業化への取り組みがさらに広がりつつあり

ます。 

 

（３）６次産業化酪農経営の成立条件 

家族経営を基盤とする酪農経営が６次産業化として新たな付加価値（所得と雇用）を生

み出し、経営として成立するためには次の条件が必要と考えられます。 

１つは、酪農生産過程や牛乳製造過程に特徴を持つことにより、大手乳業会社の牛乳と

差別化できることです。調査事例では、放牧や Non-GMO、低温殺菌をセールスポイントに

している経営が多く、この点で土地利用型酪農は生産過程で特徴を出しやすいと考えられ

ます。 

２つは、牛乳乳製品の製造・販売のための労働力の確保です。多くの酪農経営は、酪農

生産だけで家族労働力を使い切っていて足りないくらいの状況ですから、牛乳乳製品の製

造・販売のためには雇用労働力への依存が必要になり、ここに新たな付加価値（所得と雇

用）の源泉があります。 

３つは、牛乳乳製品の製造機器や施設の投資には少なくとも 5,000 万円程度は必要とさ

れていることから、その投資を回収するための牛乳乳製品の販路の開拓が不可欠です。販

売方式としては、宅配や直売所、量販店・生協への卸し、通販などがあり、営農現場では

多様な組合せで取り組まれています。これらの条件が一定程度整い、行政支援の追い風が

あれば、今後も６次産業化の取り組みが新たに生まれる可能性は大きいと考えられます。 

また、その他にも牛乳乳製品の製造技術の習得や加工部門導入に関わる経営理念の重要

性が指摘されています注２）。 

なお、家族経営を基盤とする酪農の６次産業化の取り組みでは、直売をとおして消費者

との交流を進めている事例が多くみられます。Ａ牧場で製造された牛乳の購入者を対象と

する筆者の調査によれば注３）、これらの消費者は農業や酪農に対する理解度が高く、環境

保全的な生産方式を条件に酪農への財政支出を是認する意向が多数を占めていました。農

政が価格支持から直接支払いへ転換するなかで、酪農も例外ではないとすれば、国民の酪

農への理解が欠かせません。酪農の６次産業化が、消費者交流をとおしてその役割を果た

すことができれば、酪農経営にとってかけがえのない価値を生み出すことになります。 

 

注１）東日本大震災の影響で Non-GMO 飼料の供給が一時的に停止した際に、生協への販
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売も中止せざるを得なくなり、現時点（2012 年 2 月）でも中断が続いています。 

注２）藤井吉隆・西堀欣弥（2012）：「酪農生産者の想いが育む事業の多角化」『農業と経

済』78(2)．62～68 頁． 

注３）鵜川洋樹（2011）：「ミニプラント型酪農経営の成立条件と消費者交流－東北地域

の事例分析－」『2011 年度日本農業経済学会論文集』，156～162 頁． 
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Ⅱ．飼料基盤に立脚した肉牛産地における 6 次産業化の展開 

－熊本県のあか牛を素材として－ 

 

九州大学大学院農学研究院 

教授 福田 晋 

 

１．はじめに  

 畜産、とりわけ肉用牛経営は肉牛のままでは最終製品とならず、屠畜され精肉になって

はじめて最終需要につながるものです。いわば処理・加工という過程は、必須のものとな

ります。したがって、その部分をいかに産地に取り込み、販売までつなげるかということ

が課題となります。すでに、産地食肉センターの進出は、産地段階での付加価値形成につ

ながっているのですが、生産過程を意識して販売までつなげるという戦略は、従来広くと

られてこないものでした。例えば、資源利用と経済性の観点、さらには健康な牛肉という

観点から放牧飼養は重要な戦略ですが、それが 6 次産業という形で戦略的に販売まで位置

づけられてこなかったという経緯があります。 

以下では、農業における 6 次産業の役割と課題を整理したうえで、肉牛経営における 6

次産業化の取り組み事例について考察します。特に本稿では、あか牛の産地である熊本県

を事例に、産地出荷体制と流通構造を明らかにし、あか牛の特性を活かした差別化販売戦

略の実態について考察します。 

  

２． ６次産業の新たな役割と地域活性化 

農業・農村における 6 次産業の役割は、一般的に以下のように整理されます。第 1 に、

食品産業からすると、原料調達、雇用確保という視点から農村との連携が生まれるという

ことです。第 2 に、産地農村サイドからすると、農家に存在する多様な人的資本を、活用

できるシステムを構築するのが６次産業だということです。生産・加工における高齢者技

能、企画・販売における若手農外就業者を生かすシステムを作り出すことです。第 3 に、

生産だけでなく、直売部門を持つと、流通マージンが確保され、収益性が高くなる可能性

あります。さらに第 4 に、６次産業の戦略グループとしての優位性は、地域資源の活用と

川中・川下の垂直的統合化による事業領域の拡大によってバリューチェーンを形成して付

加価値を追求できることにあります。近年の消費者との交流による直売所、レストラン、
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交流施設は周辺からの店舗等の移動を招くという社会効果をもたらしています。 

 しかし一方、このような 6 次産業化は、新たな課題をもたらす可能性があります。第 1

に、農業経営体の 6 次産業化と地元商工業者との衝突です。第 2 に、地域内発型の成立条

件が満たされなくなるのは、原料・食材調達の広域化であり、加工事業や店舗事業の高収

益追求は、地元や国内の生産とのフードチェーンを弱めることになります。第 3 に、地域

外との食品・関連企業との提携によって経営資源の依存関係が強まると、取引依存度の高

さや資本出資割合によって、農村サイドの農業経営体は、中核となる経営資源の役割が減

退し、またパートナーシップの関係が失われ、系列化の可能性が発生することです。第 4

に、6 次産業化に取り組む場合、自ら行なう部分と他者（第 2 次、第 3 次企業）と連携す

る部分があるのですが、このバランスが重要となるということです。生鮮生産・加工・販

売のバリューサイクルの実践において、限られた経営資源をどのように活用するかという

視点が重要となります。 

いずれにしろ、6 次産業化を進めるには、すべて自前ではなく、有力なパートナーとの

連携が必要となるでしょう。例えば、実需者向けに一次加工品を生産し、リスクの大きな

最終製品は、加工メーカーと連携するなど事業の持続性の検討が必要です。逆に、地産地

消のようなエリア・マーケットであれば、生産から販売まで完結しやすいシステムとなり

ます。したがって、6 次産業化を地域レベルから拡大して展開する場合、産地内や産地間

の連携、他産業との間を仲介するコーディネーターの機能が重要となります。 

 

３．肉牛経営と 6 次産業化 

肉牛産業における６次産業化を検討する際、子牛生産(繁殖)の現場と肥育の現場との相

違と分離が国民に理解されていないばかりか、産地レベルでも十分に連携が取れていると

は言い難い現状があることを認識する必要があります。繁殖経営では子牛市場での評価を

高める努力をしていますが、必ずしも肥育経営や最終需要を考慮しているわけではありま

せん。肥育との統合（個別一貫）は進まず、地域一貫も遅々として進んでいません。この

ことは、九州における阿蘇・久住の広域農業開発事業により放牧の推進を長年行ってきま

したが、肝心の提携を進める施策が遅れたため、繁殖経営の雌牛のみの放牧にとどまって

いることをみれば明白です。繁殖と肥育による連携、とりわけ放牧メリットをつなげる連

携を確立することが 6 次産業化のスタートなのです。 

肥育との提携は、肥育サイドが川下ニーズをいかに汲み取り、繁殖サイドと統合化や提
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携を図れるかが重要になってきます。産地団体レベルで食肉センターを所有し、実需者の

ニーズに向けてマーケティングできればベストです。産地団体がと畜し、部分肉にして販

売するという動きは、まさに 6 次産業化の典型です。繁殖サイドにとって肥育サイドを統

合するか、連携するかということは、6 次産業化において、販売や加工といった部門の統

合を選択するか提携を選択するかという論理とまったく同一です。 

ひるがえって、放牧という生産プロセスをシグナルとした統合や提携はどれだけ行われ

てきたでしょうか。肥育との情報の断絶、川下の多様なニーズ情報の断絶は、情報の経済

学でいう情報の不完全性・非対称性といわれるものです。健康で低コストの肉牛を生産す

るという観点は、多くの消費者に受け入れられるはずです。放牧による生産プロセス情報

をいかに消費者（国民）に伝えるかがきわめて重要になります。消費者に放牧の価値を国

民に認識してもらい、幅広い合意形成してもらう必要があります。このような最終目標を

もって、繁殖産地、肥育産地、卸・小売との提携をいかに図るかが大きな課題となります。 

 以下では、熊本県のあか牛を事例に放牧を軸に 6 次産業化に結びついている事例を検討

します。 

 

４．製品差別化戦略を支える草地畜産技術革新とマーケティング 

（１）牧野組合の概況 

 熊本県阿蘇郡産山村の上田尻牧野組合は、入会権を持つ上田尻集落 48 戸が集落での話し

合いで入会権の調整を行い、昭和 50 年に 24 戸で設立されました。昭和 55 年に肉用牛生産

に意欲的な農家が広域農業開発事業に参加し入会地 280ha のうち 100ha を草地造成して採

草・放牧を行い、繁殖牛の生産を中心として一部子牛を肥育する経営内一貫および牧草の

生産・販売を行っています。現在、農家戸数は繁殖農家 1０戸、繁殖・肥育農家３戸、無

家畜農家 2 戸の 15 戸であり、組合員の飼養する 153 頭の繁殖雌牛を放牧し、生産された子

牛の一部常時 85 頭を肥育しています。 

 草地畜産の展開において特筆すべきは、当牧野組合を対象にして昭和 52 年から 4 年半ほ

どかけて九州農業試験場（現在の(独)九州沖縄農業研究センター）と熊本県による肉用牛

の草地畜産技術実証研究がなされたことです。この研究の成果は、阿蘇の改良牧野で普及

可能な「和牛の生涯生産技術マニュアル」として昭和 56 年に公表されました。その研究成

果を基本とし、褐毛和種を用いて親子放牧した子牛を肥育素牛として、全期間粗飼料を飽

食させる全期粗飼料多給型肥育方式を確立させました。 
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 草地管理については、組合員全員が複合経営の中で牧野の作業が最優先と決められてい

るなど組合内での協力体制が整えられ、牧野管理運営の理解を深める対策として組合員家

族が除草剤処理等の年数回の草地管理に出役しています。 

 

（２）全期粗飼料多給型肥育とマーケティング革新 

この草地畜産技術革新を明確なマーケティングにのせてブランド化していることが当該

牧野組合の取り組みとして評価しなければならない第2のポイントです。その第1段階は、

牛肉卸業者との連携である。昭和 57 年に卸売業者の社長が産山村を訪れて以来、褐牛の粗

飼料多給型肥育による牛肉生産販売の産直委託契約を締結し、子牛生産者(繁殖)－牧野組

合(肥育)－肉牛流通のチェーンを構築しています。また、卸売業者の顧客との産直交流会

を実施するなど顔の見える農業を実践してきました。 

かつては年間 60 頭程の出荷があったが、牛肉輸入自由化や BSE 問題、経営者の交代があ

り平成 19 年度には年間 15 頭の出荷に減少しています。減少傾向にあるものの、販売ブラ

ンド名を｢放牧和牛｣として、安全・安心を掲げ、消費者に近い販売先の存在と消費者の生

産者に対する理解が、生産者のあか牛生産に対する自信と意欲につながるきっかけとなっ

ています。流通経路は、JA 阿蘇に販売を委託し、そこからさらに経済連に委託され、熊本

県畜産流通センターでと畜された枝肉が全農近畿畜産センターへと出荷され、部分肉とな

って卸売業者へと出荷されています。出荷する枝肉価格は市場相場より高くなっており、

卸売業者が顧客産直交流会を実施することで、消費者の農業・あか牛に対する理解が深ま

り販売促進につながっています。 

 

（３）産山村褐毛和牛物語のプロデュース 

以上の第 1 段階を踏まえて広域農業開発事業費の償還返済のめどがたったことから、第

２段階のチャレンジが始まっています。健康で安全な牛肉を顧客に提供したいという大手

デパートの思いから、すべての飼育過程・環境に徹底したこだわりを持ち、生産履歴が明

らかな「産山村・上田尻産褐毛和牛」を、安全な牛肉のステータスブランドとして再構築

するというものです。 

平成１４年度から取引が開始され、現在では関西地区にあるデパートの 7 店舗で販売され

ています。夏山冬里方式の周年放牧かつ粗飼料率 35％以上で育てられたあか牛に、『草う

し』と商標登録を取って販売しています。流通経路は、上述した卸売業者と同様の産地流
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通段階を経由し、枝肉が全農近畿畜産センターへと出荷され、部分肉となってデパートへ

出荷されています。各店舗に『草うし』に関して説明されている小冊子を置くことや消費

者にアンケートを取ることによって販売促進を図っています。そのタイプ別生産体制を整

理すると、以下のようなことになります。 

 

表１ タイプ別生産システム 

タイプ 内容 粗飼料 濃厚飼料 粗飼料自給率 

A：スーパープレミアム ２シーズン放牧肥育 ５０％ ５０％ １００％ 

B：プレミアム 
全期粗飼料多給型

（屋外自由運動） 
４０％ ６０％ １００％ 

C：スタンダード 全期粗飼料多給型 ３５％ ６５％ １００％ 

 

 

５．あか牛に広がる６次産業化による差別化販売 

 以上の上田尻牧野組合の事例は、放牧生産プロセスを流通業者に理解してもらい、両者

の信頼関係の下に連携が進んだものです。つまり、産地段階の繁殖・肥育が連携し、さら

に流通業者と連携することで６次産業へ展開した事例です。しかし、この事例にとどまら

  

店舗においてある小冊子「草うし」 牧草摂取は３５％、放牧は３カ月以上の

「草うし」商標 
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ず、熊本県内においては、あか牛の特徴を生かした６次産業化が進んでいます。以下では、

それらの事例の概要について述べ、その製品戦略、流通経路戦略、販売促進戦略について

紹介します。 

 

（１）M 農協の取り組み 

熊本県阿蘇郡の M 農協管内には、現在繁殖農家が 515 戸（あか牛、黒毛和種両方）、 

肥育農家が 6 戸、繁殖肥育一貫が８戸存在している。平成 19 年度で年間 835 頭のあか牛を

出荷し、そのうち畜連経由が 718 頭、経済連経由が 117 頭である。肥育農家６戸、繁殖肥

育一貫農家８戸のうち 10 戸が福岡県の生協と提携を結び、年間であか牛を 185 頭出荷して

いる。 

平成 11 年度から取引が開始されたが、店舗で

は販売せず、カタログ販売で「産直和牛肥後あ

か牛」という商品名で販売されています。生産

者は他の農協に販売を委託し、そこからさらに

畜連を経由して畜産物流通センターでと畜され

た枝肉は、パッカーを経由して生協へ出荷され

ています。インターネットに商品に関する情報

を載せることによって販売促進を図っています。 

 

（２）「うぶやまさわやかビーフ」としての現地販売 

平成８年度から事業が開始され平成 19 年度の取扱数量は 15 頭です。産山村の生産地に

ある食肉加工所兼販売所で『うぶやまさわやかビーフ』として販売されています。N 牧場

で生産され農協に販売委託されたあか牛は、畜連を経由して畜流センターで部分肉まで加

工されます。その部分肉を産地側が直接買い取り、食肉加工所で精肉となって販売される

という流通経路であす。まさにあか牛の直接販売を行っています。産地のあか牛の直売所

であり宅配も行うことで、あか牛が都市圏に住む観光客などに認知され消費されることが

販売促進につながっています。 

 

（３）nonGMO 飼養を条件とした生協への販売 

20 年以上前から取引が開始され、平成 19 年度で 220 頭の取引があります。生協サイドが

肥育されるあか牛 
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nonGMO（非組み換え遺伝子飼料で飼養）のあか牛を取引の条件として要求し、その条件を

満たす農家を経済連が指定しています。「褐毛和種」という商品名で生協加入の組合員向け

にインターネットを通じて販売されています。２つの JA から経済連に販売委託され、そこ

から卸業者を介さず直接生協へと出荷される経路です。インターネットに商品に関する情

報を載せることによって販売促進を図っています。 

 

（４）６次産業のポイント 

以上のことをまとめ、各事例がどのような製品戦略、流通経路戦略、価格戦略、販売促

進戦略をとっているかを整理し、６次産業化の内容を吟味します。 

まず第１の特徴として、安全・安心を志向する消費者等をターゲットとしていることで

す。デパートが阿蘇の草で飼育された点をストーリーにして、健康や安心を前面に出した

販売戦略をとっている事例のほか、安心・安全な商品を求める生協をターゲットとしてお

り、交流会やインターネットなどで消費者にあか牛の品質をアピールしている点に特徴を

見出せます。多様化した牛肉市場を細分化し、特定の消費者層をターゲットにすることで、

あか牛の希少価値を引き出しているともいえます。 

また、主に観光客をターゲットとした産地販売を通じてあか牛をアピールするだけでな

く、阿蘇地方のＰＲにも繋がっている直接販売も地域の特性を生かした６次産業化といえ

ます。そして、いずれの販売戦略も、市場流通におけるあか牛の平均枝肉価格よりも高い

価格で出荷することに成功しています。 

 いずれも産地側の積極的で意図的な働きかけにより、小売サイド、消費者団体との関係

性が築かれています。このような、あか牛の特性を消費者サイドに認知してもらうという

意図を持った関係性を築くことが、希少牛肉としての有効な販売戦略となります。 

 

６．むすび 

熊本県は、あか牛の有数の産地であるが、その特性が活かされた販売が統一的に行われ

てきたとはいいがたい面があります。他の品種にない特性を出した差別化販売が有効であ

ることは 5 つの事例からも明らかです。つまり、あか牛の生産者サイドが主体的に差別化

販売戦略をとることによって、消費者にあか牛の特性をアピールし、理解してもらうこと

で、結果的に高付加価値商品としての販売が可能となっています。これらの生産者サイド

の主体的な取り組みは、「関係性のマーケティング」として捉えることができます。この考
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え方は、従来のマーケティングと異なり、「顧客との関係を創造し維持すること」をマーケ

ティングの中心的な課題と位置づけています。ここで言う「顧客との関係」とは、長期的

に持続する相互依存的な関係です。つまり、産地と消費者が交流を重ね、産地における生

産過程を消費者が理解し、場合によってはその生産過程に消費者からの要求が入り、その

上で契約が成立するというものです。これは単に消費者との関係だけにとどまらず、産地

組織と卸売、小売業者との取引にも該当します。両者の交流促進が相互の考えを引き出し、

固有の関係性を作り出すことで取引につながるのです。６次産業化は、このような産地サ

イドを理解した消費サイドとの連携を伴った方向で展開すべきです。 
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Ⅲ．飼料用米を利用した養豚経営の６次産業化 

－平田牧場の場合－ 

 

山形大学農学部 

教授 小沢 亙  

 

１．飼料用米利用の前史 

 農業者戸別所得補償制度のメニューに飼料用米が位置づけられ、畜産業の飼料用米利用

が急速に拡大しています。平田牧場は先駆者の１つです。 

 米を飼料にするという考え方は、主食用米の生産調整が始まった 1970 年代から生産調整

の一つの方法としてしばしば話題に上ったといわれています。1980 年頃には全日本農民組

合連合会において「エサ米作りは、飼料輸入削減要求」として、鳥取、群馬、岩手、新潟、

秋田などで動きがあったようです（日本労働年鑑第 51 集 1981 年版．第二部労働運動、XI

農民運動、２主要な農民運動、1 農産物価格と食管制度をめぐる運動、(2)米生産調整反対

運動・エサ米作り運動）。 

 その後、しばらくの間ほとんど話題とならず、1990 年代末、突如として山形県庄内地域

で飼料用米の栽培が急拡大します。主な生産地は旧平田町（現酒田市平田地区）であり、

平田牧場のお膝元です。飼料用米でも他の土地利用作物同様の転作補助金が得られるとい

うことから 1999 年には 220ha・1 千トンの生産がありました。しかし、これも不正規流通

やコンタミ問題で転作補助金の対象から除外され、急速に減少し、2005 年にはほぼ皆無と

なります。 

 

２．ブームの原点 

（１）飼料用米生産 

 現在の流れの原点の一つは、米産地である遊佐町と養豚業である平田牧場への 2003 年末

の生活クラブ事業連合会の提案でした（ほぼ同時期に F 社、P 社などでも飼料用米利用の

取り組みが行われています）。折しも米政策改革大綱がまとめられ、作物ごとに補助額が国

で決められていた転作補助金からそれぞれの地域の自由裁量で補助額が決められる産地づ

くり交付金に大きく政策変更が行われ、平田牧場、遊佐町、生活クラブが主体となって３

年を事業期間とする「飼料用米プロジェクト」は始まりました。政策変更が追い風ではあ
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ったものの、農林水産省からは主食用米との厳格な区分を求められ、他の転作作物との横

並びかそれ以下と位置づけざるを得ませんでした。栽培者 21 人、作付面積 7.8ha、10a 当

たり補助額 2 万円（表１）と、スタートの 2004 年は本当に小さな取り組みでした。その上、

折悪しく、2004 年の遊佐町の米生産は台風の潮風害でこれまでに体験したことがないほど

の不作で、初めて取り組んだふくひびきの反収はわずか 388kg に止まりました（遊佐町の

主食用米の平年反収は概ね 600kg です）。第 3 者である筆者は「たった 1 年でこの取り組み

も終わりかな」と思ったほどです。 

 しかし、遊佐町の生産者は飼料用米生産をやめませんでした。遊佐町の米生産者の過半

と生活クラブは共同開発米という提携事業を行っており、その取引量は遊佐町の米出荷量

の５割を超え、生活クラブ取扱量の６割を超えています。このような強い結びつきを維持

する、多くが不作時にその威力を発揮する多様な仕組みが作られていました。それが発動

し、生産者の負担は経済的に軽微に止まりました。飼料用米生産者の主食用米は生活クラ

ブに提供する共同開発米ですから、当初に３年間取り組むと関係者で決めていること、そ

して後で述べる豚肉への好影響もあり、直接的な関係者の皆さんには「断念」という選択

肢はなかったようです。加えて、当初は周辺の人や組織は冷ややかな態度で、それに対し

て見返してやりたいというレジスタンスもあったように思います。 

 その後は表１にあるように順調に推移し、2009 年からは補助金が見直され、飼料用米ブ

ームとも言えるような状況になりました。 

 

 

表１　エサ米栽培実績（遊佐町）

人数 栽培面積 生産量 反収
10a当たり補
助額

1kg当たり

買入価格
生産者
手取額

2004年 21人 7.8ha 30.3ﾄﾝ 388kg 20,000円 40円 35,500円

2005年 38人 19.3ha 107.7ﾄﾝ 558kg 35,000円 40円 57,300円

2006年 111人 60.5ha 347.3ﾄﾝ 574kg 55,000円 40円 78,000円

2007年 230人 130.0ha 691.2ﾄﾝ 530kg 50,500円 46円 74,900円

2008年 286人 167.9ha 977.5ﾄﾝ 582kg 56,050円 46円 82,800円
資料：農業ジャーナリストの会研究会（2008年6月9日）講演資料，p.6。http://jaja.cside.ne.jp/kenkyukai/080609.pdf

注：助成額の主な財源は産地づくり交付金である。2008年は県単補助金が10a当たり4,000円、飼料用米導入定着化緊

急対策事業1kg当たり25円を含む。
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（２）飼料用米を給餌した養豚業 

 平田牧場はすでに 1990 年代後半から飼料用米給餌の経験があり、その後も地域で生産さ

れる飼料用米は全量引き受けて来ました。また、備蓄米の古米処理や輸入米の処理等でこ

れまでも相当量が配合飼料に入っていました（ただし、これは精米で用いられています）。

飼料用米給餌がごく最近始まったというわけではありません。 

 また、平田牧場が豚肉の理化学試験結果を報告した時、専門家といわれる方達が「以前

取り組んだことがあるが、米を食べさせたからといって豚肉がうまくなることはない」と

いう指摘さえありました。しかし、本誌第 23 号に池原彩氏（平田牧場生産本部研究開発課

主任研究員）が紹介しているように、肉質は改善されるようです。玄米による効果はさら

に専門機関で研究されています（勝俣昌也氏（農研機構畜産草地研究所）が本誌第 23 号で

「飼料用米給与による特徴ある豚肉生産」として紹介しています）。 

 この肉質改善が 2004 年産米を給与した豚肉で確認されたことがブームの原点と言える

でしょう。わずかに収穫出来た遊佐町の飼料用米を平田牧場の豚肉に給与し、その豚肉を

食べることが出来たのです。それも肉質の改善が見られるもので、従来の豚肉に比べ白度

の高い清潔感のあるものに仕上がっていました。また、関係者での試食に加え、生活クラ

ブ組合員の試食でも高評価を得ました。 

 遊佐町同様、平田牧場は生産販売する豚の 4 割を生活クラブに供給しています。そして

取引価格は両者の独自協議で生産費をもとにした適正価格です。当然、輸入トウモロコシ

を国産飼料用米に切り換えるということは生産費のアップにつながりますが、それを生活

クラブ側は承認し取り組んでいるものであり、精肉や加工品価格に反映します。その額は

わずか（本誌第 23 号池原氏）ですが、通常であれば市場よりも高い価格は需要を減退させ

かねません。しかし、食の安全・安心の重要性が高まる中、生産者と消費者が提携して取

り組むことは安心を担保するものであり、生活クラブの組合員は増加傾向にあり、この取

り組みには好影響をもたらしました。 

 一方、平田牧場は従来から平牧三元豚としてブランド化していましたが、米を飼料に配

合し給与した豚を「こめ育ち豚」とネーミングしました。直接消費者に提供するとんかつ

店など飲食業と物販を経営のもう一つの柱としようとする平田牧場の戦略と相まって、た

ちまち「こめ育ち豚」はブランドになったように思います。 

 現在は平田牧場の生産販売する豚のすべてに飼料用米が給与され、その給与量も当初の

肥育後期 10%に加え、肥育前期にも 10%給与しています。 



 

22 

３．平田牧場の飼料用米入手と豚肉・加工品の流れ 

 平田牧場から見た現在の飼料用米の流れと豚肉・加工品の流れは図１のようになります。

平田牧場は自社生産だけでなく、東日本の多くの養豚業者と提携しています。これらの提

携養豚業者にも平田牧場同様の飼料の利用を義務づけています（輸入トウモロコシとの差

額分は平田牧場が負担しています）。そのため、複数の配合飼料工場に飼料用米の供給が必

要です。また、取り扱う総頭数規模は遊佐町や近隣地域の飼料用米生産では不十分となっ

たため、生活クラブの提携生産者である他の産地からも飼料用米の供給を受けています。 

 一方、平田牧場は生活クラブの提携を基本としながらも、これまで市場に頼っていた部

分を自ら手がける飲食・物販の拡大で対応しようと取り組んでいます。現在、飲食 16 店舗、

物販 6 店舗を展開しています。いわゆる狭義の６次産業化（内部の垂直統合）と広義の６

次産業化（農商工連携）を併せ持つ経営体となりました。 

 

 

 


